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1は じめに
新 しい実務を会計に取 り入れる際に,既存の規定をそのまま当てはめることが困難な場合
(1)
があ りうる。 それ が今 回取 り上 げる ソフ トウ ェア の会 計処理 で ある6:企業会計原則 に よれ ば,
売上 高 は,実 現 主義の 原則 に従 い,商 品等 の販 売 又 は役務 の給付 に よって実現 した もの に限
る として,実 現 主義 に よる収 益の計 上 を要求 してい る。 ただ し,長 期 の未完成請 負 工事 等 に
ついて は,合 理 的 に収 益 を見 積 も り,こ れ を当期 の損益計 算 に計上 す る ことがで きる として
いる。 ソフ トウェアの収益 も原則 と して.前 者 の収 益認識 基準 に よるこ とは もちろんで あ る
が,ソ フ トウェアの取 引慣行 が成熟 していな い こ とか ら,い まだ これ に対応 す る適切 な会計
処理 の基準 は確立 され ていな い。 しか も,取 引形 態が複雑 で あ るこ とか ら,原 則 的 な基準 を
その ま ま適 用す る には不適 当 な取 引 もあ る。慣行 に流 され て行 われ てい る取 引.とその ソ フ ト
ウェア 自体 の性質 に基 因 した種 々 の問題 点が指摘 され てい るが,実 務 の加速 度的 な発展 の 中
で明確 な解 答 を出せ ない ま ま,各 企業 が ソフ トウ ェアの会計 処理 を独 自 に行 な って い るのが
現状 であ る。
コン ピュー ター ・ソフ トウ ェア の収 益 に関 わ る取 引 には,い わ ゆる受託開発,人 材派 遣,
当該 ソフ トウェア の使 用許 諾.情 報処 理サ ー ビス,デ ー タ 」ーベー スサ ー ビス等 が あ り,さ ら
に,総 合的 に見れ ば,そ れ らの契約 の複合形 態 もあ りうる。 本稿 は,こ れ らの取 引 の収 益認
識 の問 題 をわ が 国 で の ソ フ トウ ェ:ア会計 の 現 状 をふ ま えた 上 で,米 国 公 認 会 計 士 協 会
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(AmericanInstituteofCertifiedPublicAccountants:以下AICPAと 呼 ぶ 〉 の 参 考 意 見 書
(StatementsofPosition:以下SOPと 呼 ぶ),財 務 会 計 基 準 審 議 会 の 意 見 書(Statement
ト
ホ ダ
も ご ベ ロ ニ キ
ofFinahciaiAc60untingStandards:以LF`FASB基準 書 と 呼 ぶ),国 際 会 計 基 準 書
(lntemationalAccountingStandards:以下IASと 呼 ぶ)等 を 分析 し なが ら検 討 す る6
こ こ で は,特 に,コ ン ピ ュ ー ター ・ソ フ トウ ェア の収 益 の 認 識 の う ち,特 定 の者 か らの 受
託 開発 及 び一 般 消 費 者 へ の販 売 に 係 る収 益 の 認 識 を中 心 に 論 述 す る。
JIわ が国におけるソフ トウェアの収益の会計処理 と税法上の問題点
企業会計原則(第 二 損益計算書原則三B)に おいて,収益の認識は原則 として実現主義
によるが,長期の未完成請負工事等にっいては,発生基準によることも可能である。 この実
現主義の見地によれば,企業の利益は,財 貨の移転やサービスの給付によって対価を獲得し
た場合にのみ実現するも具体的に利益が実現 した というのは,当方の給付に対 して相手から
対価を得たとき,将来にわたってさらに反対給付をする必要がない場合,す なわち,反対結
く　ラ
付 の オ ブ リゲー シ ョン(負 担)を 伴わ な い場合 を意 味す る。
この収 益 の認識 の基本 をふ まえた上 で,ソ フ トウェ アの領域 に入 ってい くと,い つ の時 点
で収 益 を計 上 した ら適切 な認 識が 実行 で きるの か といった問題 にぶ つか る。 その理 由 は,ソ
フ トウ ェアの プ ログラムの中 に は,プ ロ グラァ ーが数 十万行 もの言語 を書 くもの があ り,こ
の中 には,必 ず とい っていい ほ どバ グ(bug)があ るか らで あ る。 このバ グ を見過 ごす と,
コ ンピュ・r〔ター は指 示 され た通 り誤 って作動 して しま う。 したが って,こ のバ グをな くす た
め に,・ソフ トウェア作 成者 は デバ ッ グ(debug)とい う作業 を行 いち大 量 に時 間 を さ く必 要
に迫 られ る。 これが,収 益 を認識 す る際 に注意 しな ければな らない点 で あ る。 す なわ ち,販
売 あ るい は引渡 しの時 点で は予見 しえな いバ グの存在 が,収 益 の認 識 に大 きな影響 を与 える
ので あ る。 さ らには,こ の作業 が長 期 にわ たった場合 には,販 売基 準 で,は た して適 正 な損
益計 算 が確保 され るのか とい った問題 も生 じる。
さ℃ ソフ トウェア企 業 で はプ ソフ トウェア に係 る収 益 の認識 を具体的 に は,① 納 品基準,
くヨラ
②検収基準,③ 工事進行基準,④ 入金基準,⑤ 期間基準等で行っている。法人税法は,これ
らの実務上の諸基準を尊重しながら,税法固有の観点から,よ り実践的な規定を定めている。
この規定が法人税基本通達であり,次の二つ事項について言及 している。
aた な卸資産の販売による収益の認識
b請 負による収益の認識
aた な卸資産の販売による収益の認識 一
法人税法基本通達2一 卍「1によると・「たな卸資産の販売による収益の額は,そ の引渡
しがあった日の属する事業年度の益金の額に算入するd」こととなっているが,その引渡 し
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の時期については,さ らに,実例を掲げ,出荷 した日,相手方が検収 した日,相手方におい
て使用収益ができることとなった日,検針等により販売数量を確認 した日等そのたな卸資産
の種類及び性質,そ の販売に係る契約め内容等に応 じ引渡 しの臼として合理的であると認め
られる日のうち,法人が継続 してその収益計上 を行うこととしている日によるとしている。
アプ リケーション・ソフトウェアを大量に販売する企業は,収益の認識について,一般的
には,出荷基準を採用する。その理由は,出荷基準 といえども何 らかの形で検収が行われる
ことになるが,継 続的な取引先であれば,出荷基準であっても不都合は生じないためである。
この出荷基準は,商慣習的に,財貨の引渡しと同時に貨幣性資産の受け入れの二条件を満た
すことになり,これらを満たした時点が,収 益の実現の日とされるのである。 また,委託販
売契約であれば,当然,受 託者が当該ユーザーに販売した時点に収益を計上する(この時点
で委託者から受託者に委託品の所有権が移転すると同時に第三者にその品物の引渡しが行わ
れる。)ので,こ の点に関 しても,企業会計上は問題はない。
b受 託開発と工事進行基準
(川
コンピューター ・ソフ トウェアを受託開発 した場合に,契約上はこれを請負契約 と考え,
会計処理を行う。請負とは,民 法第632条によると,「当事者の一方がある仕事を完成するこ
とを約 し相手方がその仕事の結果に対してこれに報酬を与えることを約するととによつてそ
の効力を生 じる契約」である。この請負に係る報酬の請求時期は,原則どして,当該目的物
を引き渡すと同時に成立し,その物の引渡しを要 しないときはその完了時に成立する。請負
の特色 としては仕事の完成 した結果を目的 とし,仕事は有形であると無形であるとを問わな
(5)
い 。
この請負契約が,建 設工事等を行うことを目的 とするものであれば,そ の収益の認識時点
は,例 えば,作 業を結了した日(作業結了基準),相手方の受入場所へ搬入 した日(受入場
所搬入基準),相手方が検収を完了した日(検収完了基準),相手方において収益ができるこ
ととなった日(管理権移転基準)等 となる。これらの諸基準のうちの一つを法人が,引渡し
の日として合理的であると考えた日を選択し,継続 して適用する。税法では,こ のように,
経済的な実質をとらえた上で,企 業が選択した合理的な基準を継続 して採用すればよいとし
ている。すなわち,引渡 しの概念を幅広 くとらえている。一方,IAS第11号「工事契約の
(6}
会計」における工事完成基準によれば,収益は,工事が完成 したかあるいは実質的に完成 し
たときに認識する作業結了基準によっている。 また,企 業会計原則注解7② は,この工事完
成基準について 「工事が完成 し,その引渡 しが完了した日に工事収益を計上する。」 と定義
している。換言すると,工事完成基準は,請負工事が完成し,施工者と発注者 との立会下に
(7)
おいて受渡が行われるときに,売 上収益を計上する検収完了基準を意味している。 この二つ
の見解も工事完成基準を狭義にとらえているが,わ が国では請負契約が,民 法の規定により,
56-・ 一経 理 知 識一一
制約を受ける点を注意 しなければならない。請負契約にあっては,請 負人が,そ の請負の目
的物の完成 と引渡 しを同時に行うことを原則 としているが,目 的物の材料の提供者が誰であ
くめ
るかによって,下 記に示す通 り,その目的物の所有権の帰属が異なるのである。
完成した物の所有権の帰属の差異
材料の提供者 所有権の帰属'
イ 請負人(材料の全部) 請負人
口 注文者(材 料の全部) 注文者
ノ、 両当事者(材 料の一部ずつを負担) 加工の規定による
二
*注文者が工事の進行に応じて請
負代金を分割払いした場合 注文者
上記の表から言えることは,引 渡しを待つまでもな く,完成 と同時に注文者の所有に帰属
するのは,ロ と二の場合であり,一般的な請負契約であるイの場合では,請 負人が材料の全
部を調達 し,目的物が完成するとともに,一旦,請 負人にその所有が帰属 したのち,注文者
に引渡 しをして初めて,注 文者にその所有権が移転することになる。これが収益の計上時点
に関して,恐 らく,会計原則にいう完成 ・引渡 しの根拠の一因になっていると思われる。
しか しながら,ソ フ トウェアに関して,前 述 した作業結了基準等のうちのいずれが最も合
理的な認識時点であるかの判断は,困難である。なぜなら,ソ フトウェアが,① 明確に所有
権あるいは占有権の移転 を伴うような有形の財貨ではなく,また,② 委託者側の要求を完全
く　ハ
に満 た して い るか どうか の検証 が難 しい とい う特 質 を有 して い るか らで あ る。一般 に,請 負
契約 につい て,引 渡 し とい った行 為 が支配 の移転 を伴 うもの であ るた め,そ の収益 の認 識 が
容易 に行 われ るが,当 該 ソフ トウ ェア に関 して は,ユ ー ザーが ソフ トウェアの有効 な支 配 を
獲 得 し,利 用 可能 な状 態 にお か な けれ ば,収 益 の認識 が不 可能 であ る。 具体 的 には,ソ フ ト
ウェア をユ ーザー が指 定 す る場 所 に納 品 し,ハ ー ドウェア にイ ンス トール して す ぐに利 用可
能 にな って い る こ とに加 えて,ユ ー ザーが そ の完成 度 を検査 し,契 約書 に よっ て指定 した仕
(10)
様を満足していることを確認していることが必要になってくる。
しかも・ この請負については・当然'注 文者のソフ トウェアに対する要求などによつて,
引渡 しが可能になるまでの期間が,長 期にわたるものと短期にわたるものをも考えに入れな
くてはならない。この点では,建設工事等に準ずる形で,① 工事完成基準,②工事進行基準,
③部分完成基準の会計処理を採用することが考えられる。工事完成基準の考え方自体は,商
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品,製 品 にお け る販 売基 準 と同様 の趣 旨 を もつ た め,ソ フ トウェアに適 用 す る こと自体 は問
題 が ないが,工 事 進行基 準 につ いて は,そ の工事 の範 囲が厳 格 に定 め られ てい る こ とが,一
つ の問題 にな る。税 法 は,こ の うち② の工 事進行 基 準 を選択適 用す る こ とが で き る長期工事
を 「他 の者 の求 め に応 じて 行 う工 事(製 造 を含 む)で,そ の着手 の 日か ら当該他 の者 と締 結
した契約 にお いて定 め られ て い る目的物 の引渡 しの期 日の期 間が一 年以上 で あ る もの をい う
(法人 税 法第64条第2項)」 と定 め て い る。,したが って,こ れ を ソフ トウ ェア に適 用 で きる
場 合 は,あ くまで受 注 に よっ て行 われ る業務 だ けであ り,ソ フ トウェア企 業 で よ く行 われ る
見込 み生産 の場 合 に は,た とえ完成 に長 期 間 を要 した として も,該 当 しな い こ とにな る。 .ど
工事 進行 基準 が,実 現 主義 の例 外 と位 置 づ け られ なが ら認 め られ る理論 的 根拠 は,販 売 さ
れ る こ とが確 実 で あ り,か つ,販 売価額 が確 定 してい る もσ.につ いて は,そ れが販 売 され る
くの
まで収益の計上が繰延べられる必要がな くなるからである。税法においても,工事が長期に
わたる場合,そ の工事が完成するまで収益が発生せず,正 確な期間損益計算が阻害され,し
かも,毎期の業績が平均的に反映せず,そ の結果,そ の間の配当ができない可能性が生まれ
るなど,企業経営にとって不合理な状況が生 じることから,一定の条件 をつけて工事進行基
準が容認されている(法人税法第64条第1項)。 」
この一定の条件 とは,次 のものである。
① その請負工事が,損 失 を生 じさせると見込まれるものは除 く。
② 長期工事の収益及び費用の額につ記 その長期工事の着工事業年度からその目的物の
引渡 しの日の属する事業年度の前事業年度 までの各事業年度の確定 した決算において,
法人税法にi基づ く工事進行基準の方法で経理すること。
この税法の工事進行基準 を会計理論から考察すると,不合理な点が指摘される。武田隆ニ
ヒユカ
教授によれば,「工事進行基準の適用 は工事損失の発生いかんを問わずすべての長期工事に
認めることが適当であるにもかかわ らず,法 規定では利益の見込まれる工事についてのみ工
事進行基準の適用を認めているだけである。」 と述べ,こ のことは利益の期間的繰上げと損
失の期間的繰延べ とをもたらし,租税負担能力の適切な尺度をゆがめる結果 となる,と説い
ている。また,工事進行基準の適用が各工事ごとに選択適用することができることにっいて
は,正 しい損益計算を歪曲せ しめる原因と批判 し,税法上,企 業の選択に従って工事完成基
準によるよりも進行基準によって,利 益の繰上げをもたらすことを認め,反対に,損失の繰
上げをもたらした りすることを禁止するといった施策がとられたのは,租税収入の確保を目
・㌧(13)・
、
指す行政 ヒの考慮に基づいたものに他ならない,と 明言 している。すなわち,工事進行基準
の適用は,租税政策上の有効な歳入確保の手段 として容認されているに過ぎないのである。
また,税 法は,引渡 しの時点の特例 としてi－ 定の取引については部分完成基準によらな
ければならない 【法人税基本通達2-rご9)こ ととしている。これは輌法人が請負った建
設工事等についても次に掲げるような事実がある場合,そ の建設工事等が全部完成しないと
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きにおいても,その事業年度において引渡 した建設工事等の量,又 は,完成 した部分に対応
する工事収入をその事業年度の益金の額に算入 しなければならないことを意味している。
① 一の契約により同種の建設工事等を多量に請負ったような場合で,そ の引渡量に従
い工事代金を収入する旨の特約又は慣習がある場合
②1個 の建設工事等であっても,その建設工事等の一部が完成し,その完成 した部分
を引渡した都度,そ の割合に応 じて工事代金を収入する旨の特約又は慣習がある場合
部分完成基準は,本来,同 種,多 量の工事を請け負った場合のいわゆる建売住宅の請負業
者のような場合にあたり,その一戸ずつが完成した都度に,代金を収受する慣行のある業界
に適用される。・これをソフ トウェアに敷桁すると,ソフ ト会社が受注作業を,た とえば会計
処理システムのように売掛金管理システム,買 掛金管理システム,固 定資産管理システムと
いったように各システムに独立 させることができ,ま た,そ の代金をシステムの単位ご とに
収受できることとなっている場合には,シ ステム全体を引き渡 した時点ではなく,税法でい
う部分完成基準を適用することも可能である。収益は,元 来,全体のプロジェクトについて
一括 して認識されなければならないのであるが,こ の部分完成基準によれば,そ の個々の単
位が取 り出されて独立 し,その結果,そ れぞれの部分の収益が計上 されることに意義が求め
られているのである。このため,こ の基準は工事完成基準の一形態であり,完成 ・引渡 しを
待って意図的に収益の計上を遅 らせることのないように,強要されたもの と見なされる。
最後に,工事の進捗率をどのような尺度をもって合理的に測定するかが問題になる。この
点に関して,税 法は,こ の工事の進捗率を見積工事原価に対する各年度の投入原価の割合に
よることとしている。この方法は,予想される工事利益を分割して各年度に繰 ヒげ計上をす
るものであるが,予 想工事利益は,期 末の現況によって毎期洗替えを行い,ま た,請 負の対
価や工事原価がたとえ変動 したとしても。既往年度に計 ヒした損益に対応する金額の修正 を
すべて当期の計算に吸収 して行う。いわゆる,支 出原価累計額基準 と呼ばれるものがこれで
ある。税法は,進捗率の測定結果に客観性を求めることが難 しいところから,この支出原価
累計額基準以外のものを認めていないが,進 捗率の尺度 として,会 計理論的には,物理的完
成割合,精 通者工事進行割合等 も考えられる。税法が容認しているこの基準は,工事の投入
量 と生産量が著しく異なる場合には,工 事の適正な進行度合を示さなくなることが想定 され
るので,単 に進行度合を測定する簡便法にしか過ぎないと解するのが妥当であろう。
IIISOP91-1に基づ くソ フ トウ ェアの収益 の認識
米 国 に お いて は,FASBi基準 書 第86号 「販 売,リ ー ス また はそ の他 の 方式 で市 場 化 され
(14)
るコンピューター ・ソフトウェアの原価に関連する会計処理」によって,販売用ソフ トウェ
アの開発費を資産計上するか,あ るいは,研究開発費として発生時に費用処理するかについ
ての指針が示された。 しかしながら,こ こではソフトウェアの販売に基づく収益の認識基準
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が 取 り上 げ ら れ て い な い。 こ の 点 に 対 処 す る た め に,AICPAの 会 計 基 準 常 務 委 員 会
(15)
(AccountingStandardsExecutiveCommittee:AcSEC)は,SOP91-1「 ソ フ トウ ェ ア
(16)
の収 益 の認識 」 を公表 し,現 行 実務 の指針 を提 示 した。
このSOP91-1の着 目す べ き点 は,ソ フ トウェア の使 用許 諾,販 売 及 び リー ス等 に関 す
る売 上計上基準 を,詳 細 に示 してい る ことであ る。 ここでは,ソ フ トウェアは,基 本 的 に,
一般 の販売 と何 ら異 な るもの ではな く,そ の収 益 は引渡 され た時点 で認 識 され る。 しか し,
無形 で あ る ことの特殊 性 や取 引慣 行 の未成熟 さ及 び複雑 さか らそ の引渡 し基準 にな じまな い
ものが存在 す る として,SOP91-1は次の項 目ご とに個別 の指針 を明 示 してい る。
(17)
① 売 り主 に責務 が つかな いソフ トウ ェア ライセ ンス
(18)
② 売 り主 に残 され た責務 の負担度 が低 い ソフ トウェア ライセ ンス 、 、、
(19)
③ 売 り主 に残 された責務 の負担度 が高 い ソフ.トウェア ライセ ンス,・.
(20)
④ ソ フ トウ ェ ア取 引 を リー ス'で行 う場 合.',
(21)
⑤ 顧客の買取承諾に関して高い不確実性がある場合
(22)
⑥ 売掛債権の回収可能性の程度を見積る合理的な基準がない場合
(23)
⑦ 請 負 契 約 の 会 計 処 理.亨 、 一 ・ 、『;,
(24)
⑧ 役 務 提 供 取 引.㎡ ・ 、 ・ ■ ・寸(25)
⑨ 契 約 後 の顧 客 へ の保 守 業 務'一".、,
(26)
⑩ 会計方針 の開示
(1)売り主 に責 務 がつか ないソ フ トウェアラ イセ ンス
販 売代 金の回収 可能性 が高 く,売 り主が,当 該 ソ フ トウェアを引 き渡 した後 で販 売契約 あ
るいは ライセ ンス供与 契約(以 下 本節 で は販 売契約 等 と呼ぶ)に 関 して,売 り手 が何 の責 務
ももたな い場合,ソ フ トウェアの ライセ ンスに伴 う料金 に基 づ く収 益 は,:当該 ソフ トヴ ェア
を引渡 した時点 で認識 しなけれ ばな らない。
(2}売り主 に残 され た責務 の負 担度 が低 い ソフ トウェア ライセ ンス
この場 合 には,回 収可能 性が高 い ことを条件 として,販 売基 準で認 識 す る。 ただ し,売 り
主 に残 された責務 につ いて は,(a)残ってい るコス トを発生 させ るか,(b)その残 ってい るコス
トに比 例 す る収益 を繰 延 べ,責 務 が果 たされ るにつれて,あ るい は,作 業が完 了 す るの に比
例 して,当 該責務 を認 識 しな けれ ばな らない。 す なわ ち,当 該責 務部 分 を コス トとして認識
す るか,全 体 の収 益か ら当該 コス ト部 分 に対応 す る部分 を期間損 益計 算か ら除 くかの どち ら.
かの会計処理 をす る。`1
(3)売り主に残 され た責務 の負担度 が高 い ソフ トウ ェア ライセ ンス
ソフ トウェア を引 き渡 す責務 に加 えて,販 売 契約等 に何 らか の重 要 な売 り手 の責務 が存在
(27)
する場合には,当該契約に関して,最初に下記の(7)の請負契約の会計処理に基づいてその処
理を行うか,下記の(8)の役務提供取引 として処理を行 うべきかどうかを決定しなければなら
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な い。 ソフ トウェアの 引渡 し(請 負契約 の会 計処 理 な い しは役務提 供 取引 の いずれ に も該 当
しない もの)以 外 に売 り手 に重要 な責務 が付 随 して い る場合,収 益 は次の三 つ の条件 のすべ
てを満 たす まで,認 識 して はな らない。
a.引 渡 しの完了
b.売 り手 に残 され て いる責 務 の消失
c.販 売代 金 の回収 可能性 が高 い こ と
(4}ソフ トウエア取 引 を リー スで行 う場 合
リー スで行 われ た ソ フ トウェア取 引 に設備,装 置,機 械(以 下 本節 で は設備等 と呼ぶ)を
含 む場 合 に は,そ れ らの設 備 等 か ら生 じる収 益 は,FASB基 準 書 第13号 「リー スの会 計 処
理(AccountingforLeases)」に従 って,算 定 され な けれ ば な らな い6PCS(Postcontract
CustomerSupport:契約 後 の 顧 客 へ の 保 守 業 務)を 含 む ソ フ トウ ェ ア の収 益 は,こ の
SOPで設 定 され た手引 きに従 って個 々 に算定 され な けれ ば な らな い。 た だ し,設 備 等 に ソ
フ トウ ェアが一 体 とな って含 まれ てい る場 合 に は,こ の ソフ トウェ アは個別 に算 定 して はな
らな い。 ソフ トウ ェア と設備 等 とが分 離可能 で あ り,こ れ ち の間 に収 益 の配 分 が行わ れ る場
合 に は,公 正 な価値(fairvalues)に基 づ か な けれ ば な らない。 仮 に,公 正 な価値 が容 易 に
算 定 で きな い ときは,他 の合理 的 な配 分方 法が使 用 され な けれ ば な らな い。 ソ フ トウェア の
原価 は,FASB基 準 書第86号で設 定 され た通 りに算定 され な けれ ばな らな い。
(5}顧客 の買取承 諾 に関 して高 い不確 実性 が あ る場 合
引渡 した後 に,当 該 ソ フ トウ ェア に対 す る顧 客 の買取承 諾 に関 して,高 い不 確実 性が あ る
場 合 には,そ の不確 実性 が低 くな る まで は,そ の ラ イセ ンス収益 を認識 して はい けない。
`(
6)売 掛 債権 の 回収 可 能 性の程 度 を見積 る合 理的 な基準 が な い場 合
この場 合の ソフ トウ ェア取 引 に関 わ る収 益 は,割 賦 基準(instaUmentmethod)か原価 回
収 基準(costrecoverymethod)かの いず れか によっ て算 定 しな ければ な らな い。
⑦ 請 負契約 の会計処 理
ソフ トウェア ない しは ソフ トウ ェア シス テム を引 き渡 す契約 が,単 独 で,あ るい は,他 の
製品 と一緒 に引 き渡 す こ とにな って お り,こ の契約が,ソ フ トウェアや システ ムや他の製 品
に関 して・ 重 要な製造,修 正,注 文 の どれ か を要求す るな らば,当 該契 約 は,会 計 調査公 報
て　む
(AccountingResearchBulletin,以下ARBと 呼 ぶ)の 第45号 「長 期 工 事 契 約 」 とSOP
く　　ラ
81-1「建設工事契約及び個別受注生産契約の遂行に関する会計処理」における当該指針に
従って処理されなければならない。ただし,通常の製品の販売に該当する取引は,それに不
可欠な引渡しの要件が求められるので,当 然,長 期請負契約 として処理することはできない。
⑧ 役務提供取引
ソフトウエアを引き渡す責務に加えて,販 売契約等に次の(aXb)の役務提供を行う責務が含
まれている場合には・当該役務提供・販売・ライセンズ供与のいずれかであっても,それは,
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独 立 して 算 定 され な け れ ば な らな い。
♂
(a)当該役務提供が取引の要素機能 を余 りもたない。
(b)役務提供 を含むか否かで契約合計金額が異なって しまうので,誤 解 を避けるために役
務提供を独立 して記載 して価格を設定する。
回収可能性が高い場合には,ソ フ トウェアの役務提供か ら生 じる収益は,一 般に,役 務提
供が行われると同時 に認識 されなければならない。一方,そ の役務提供の条件が認識できな
いものは.役 務提供が行われた期間に比例 して認識 しなければならない。その役務提供 に対
する顧客の買取承諾 について,高 い不確実性が存する場合 には,収 益は不確実性が低 く,なる
まで算定 してはならない。
(9)契約後の顧客への保守業務(以 下PCSと 呼ぶ)・ ・,
回収可能性が高いPCSの 収益(当 初 のライセンス供与料がその中に含 められている収益
を含 む)は,一 般 に,PCSの取 り決 め期間にわたって比例 して算定 されなければな らない。
ただ し,PCSの収益が次の条件のすべてを満たすならば,ソ フ トウェアの引渡 し時点 で,
当初のライセンス供与料 と共 に算定 されてもよい。
a.PCS料が,当 初のライセンス供与料 に含 まれている。
b.当 初 のライセ ンスに含 まれ るPCSは,1年 以内であるe
c.PCSの取 り決めの当初 の期間中に見込 まれ るPCS提 供の原価が低い。 ・、
d.PCSの取 り決めに係 る当初の機能強化 の要求が,当 該取 り決め期間 において,こ
れまでの取引に比 して最小額 であるか,そ れに近 くなることが予測 され る。
e.回 収可能性が高い。t
上記 の条件 を満たすPSC料 は,負 担度が低 い責務の中で算定 されたの と同一の方法で算
定 されなければならない。当該収益が,ツ フ トウェアの引渡 しの時点で,当 初の ライセンス
供与料 と共に認識 されるな らば,PCSを提供す ることに関わ るすべでめ見積原価(役 務提
供や機能強化の原価を含む)は,(a)発生 した時に費用にするか,あ るいは,{b)収益を認識 し
た時 に費用にするか,'どちらか最初 に生 じた もの を計上 しなければならない。
(10)会計方針の開示
ソフ トウェアの収益の認識 に関する方針は,財 務諸表 に注記 をもって開示 しなければなら
ない。
以上,SOP91-1を概観 して きたが,こ れ らは実務上,避 けて通れない具体的 な取 引の
(30)
内容 を示 している。 ソフ トウェアに関する会計処理の指針が存在 しないわが国は,・こ こに掲
げられた諸取引を参考にしながら,今 後の課題 を解決 していかなければならない。'
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IV工 事進行基準に基づ く収益の認識
米国のARB第45号「長期工事契約」は,一般に長期契約の完成に至るまでに要する見積
原価と完成 までの進行度合が,合理的に算定できるならば,進行基準を適用することが望ま
しく,見積 りに信頼性を欠き,または,固有の障害によって予測に疑問を生じさせる場合に
(31)
は,完 成基準が望ましい,と した。次いで,AICPAは,建設業の工事に関する工事進行基
準の具体的な適用方法に関する指針 としてSOP81-1「建設業種や一定の製造業種の契約
に関わる業務のための会計」を示 した。その後,FASBは,「APB意見書第20号の適用の
際に代替基準 として容認 されたAICPAガイ ドと請負業会計に関する参考意見書(SOP)
く　
81-1及び病院関連組織に関するSOP81-2の指定」 と題する基準書第56号を公表 した。
請負業者はこれらの指針のなかで,進行基準 と完成基準のいずれかを採用することについて
,恣意的な選択権を与えられたわけではなく,現在行っている請負工事に関する事実や状況を
検討したあとで,ど ちらの方法が適切であるかを決定しなければならないとされた。さらに,
工事進行基準を採用する場合は,最終利益を合理的には見積るこどができないにもかかわ ら
ず,損 失にも転落しないと予測できれば,こ の場合に限って,利益をゼロと見積る(売上 と
く　
工事原価は同額である)こ とが認められるとした。 これは,適正な損益計算を追求するため
に当然に要求されることである。なぜなら,工事進行基準はその契約の発生に応 じて当該工
事に基づいた収益と原価を報告する性質をもつからである。 これに対 して,完 成基準は,当
該工事が完成するまでそれに該当する収益や原価 を報告しないところから,それだけ適正な
損益計算の見地からずれることになる。
特に,SOP81--1は工事進行基準を適用するにあたって,次 の三点に着目している。
く　
① 工事 の裏 付 け とな るキ ャ ッシ ュフロー につ い て考察 す る
く　
② 工事進行基準を継続的な販売 と同一視する
③ 工事進行基準の適用に当たっては,合理的な進捗度を前提 とする
①については,工事の請負契約に関して,「請負業者は,発注者に当該工事に対する前払
金を支払うことを要求する権利をもっており1さ らには,施工中の物件が契約条件を満たし
た場合には,該 当する代金の支払いを要求することができる。すなわち,資金的裏付けを請
負業者が決定できることにより,工事進行基準の適用しやすい土壌を生む。
②に関しては,① を受けて,収益の認識において工事進行基準を採用することは,実質的
に,工事の進行が継続的な販売活動(所 有権の移転)と 同質のものであると見なす。
く　
③については,工事の進捗割合の測定に関してはいくつかの方法があるが,こ れ をイン
プッ ト方式とアウトプット方式の二つに限定した。
インプット方式は,投入単位 と生産性 との間の関係について間接的に進捗度を測定する方
式であり・労働時間,労働賃金,機 械時間,材 料消費量といった作業に関わる測定値に基づ
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いている。
これに対してアウ トプット方式は,直 接的に成果(生 産 された単位,引 き渡された単位,
付加価値等)を 測定する方式であ り,一般に信頼で きるアウ トプットの測定値が確定できる
状況が得られれば。進捗度をはかる方法 として最良の測定値 と思われる。ただし,これが不
可能であれば,イ ンプットの測定値を代替させることになる。
両者の方法をソフトウェアに応用する際には,い くつかの問題が出てくる。なかでも,生
産される物が無形であるため,投 入単位 と生産性 との関係が開発担当者個人の熟練度や工程
の難易度によって著 しく変動 し,その結果,イ ンプット量から合理的に生産量を測定するこ
　　
とが困難になることが考えられる。これは,ソ フトウェアの進捗度に関する客観的な基準の
困難性に基因する。
IASII号「工事契約の会計処理」は,工事契約を取 り扱 う場合には,工 事進行基準か工事
く　
完成基準かのいずれかの選択適用を求めている。これに対 して,IAS公開草案第32号(以
(39)
下E32と呼ぶ)「財務諸表の比較可能性」は,こ の自由な選択の結果が最終的には通算され
ることによって収益 と純利益の総額を同一にさせるものの,1期 ごどにみれば大きな差異 を
く　　ハ
生 じさせ る と指摘 して い る。 この よう;な点 か ら,E32は,工 事契 約 の最 終 結果 が 一定 の条 件
く　コ
を満 た した上 で確 実 に見積 る こ とが で きるな らば,工 事進 行 基準 を採用 しな けれ ば な らない
どして,工 事 進行 基 準の適 用 を積極 的 に勧 めて い る。' .・ 　 ・
本 来,収 益 は生 産過 程 にお いて形 成稼得 され る もの であ る。 た だ〔 それが販 売,な い しは,
(42)
引渡 しによって実現するにすぎない。 しかし,一会計期間内において,販 売 ・引渡しが行な
われるのであれば,収 益の認識時点にかかわる不合理性は生じないb問題は,生産期間が長
期にわたる場合にそれが顕在化してしまうことである。ここに工事進行基準を採用する根拠
が生まれると理解 される。
以 七 本節は工事進行基準を検討してきたが,わ が国とは異なり,SOP81-1,FASB
基準書第56号,E32は共に,工事完成基準との自由選択を認めておらず,積 極的に:E事進行
基準のみの適用を勧めている。なお,こ の工事進行基準をソフ トウェアの収益認識基準 とし
てわが国で採用するために'e3[.SOP81-,1に見 られるように,'実践的には,建 設工事,土
木工事等で要求される前渡金(資 金的裏付け)を収受するといった慣行が業界内に成立 して
いることは言 うまでもない。また,工事の進捗度に係る合理的な算定基準 も必要不可欠であ
る。,・'、
,∵. 、,v結 び
以上,・ソフトウェアの収益の認識基準をわが国の現状をふまえた上で検討 し,同時に,そ
れに対する工事進行基準の適用の可能性をさぐってきた。・冒頭でも述べたようにわが国のソ
フトウェアの会計 は,始 まったばか りである。社団法人 ・・日本租税研究協会が昭和60年10月
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に 「ソフ トウェアの税務 会計 基準 」 を公表 し,財 団法人 ・ソフ トウェア情報 セ ンターが平成
4年3月 に 「ソ フ トウ ェア の資 産性 に関 す る検討 について」 をよ うや く公表 したが,こ れ ら
は ソフ トウェア に関す る会計処理 面 か ら見れ ば,い ずれ も,処 理上,尊 重 され るべ きもの と
して示 され ただ けで.強 制 され た もので はな い。 また,こ れ らの提 言 は ソ フ トウェアを開発
す る立 場 か ら検 討 した もので,本 稿 で取 り上 げてい る ソフ トウェアの収益認 識基 準 につい て
は何 らふ れ て はいな い。 したが っ て,こ の提 言下 で収 益認識 を実行 しよう とす れ ば,既 存 の
会 計制 度 を利用 しなが ら,そ の枠 組 みの中で調整 して いか ざるを得 ない。
一 方,実 務 上 の指針 として機能 してい る税 法 は,実 務 の急速 な流 れの 中で その対応 には遅
れが ちで あ る。特 に,ソ フ トウェアの収益認 識 につ いて は,明 確 な解答 を持 ち合わせ て いな
いo
'他方
,米 国 に 目を転 じれ ば,こ ち らは ソフ トウェアの資産性 にいた るまで論議 が進 ん でお
り,現 在,FASB基 準譜 第86号が実 践 にお いて機 能 して い る。 また,既 述 した よ うに.ソ
フ トウェア の収 益認識 につ いてはSOP91-1が 発効 して いる。 このSOP91-1を わが 国 に
導 入 す るに は,商 取 引の整 備 ・確 立等 が必要 で ある し,ま た,ソ フ トウ ェアの会計 処理 の慣
行 を成 熟 させ な けれ ばな らな い点 な ど,ま だ まだ検討 の余地が残 され てい る。
ソフ トウ ェア業 界 は,平 成 景気 の 中での急成 長,バ ブル崩壊,戦 後最大 の不況化 で の リス
トラを体 験 して い る。 ソ フ トウェア業界 はその発展 に紆 余 曲折が あ る もの の,こ れか らの21
世紀 を ささえ る産 業 とな る ことは間違 いない。技術 革新 の波 は際 限 な く押 し寄 せ て くるが,
これ に会計 が取 り残 され る ことが あ ってはな らな い。 ソフ トウェアの会計処理 に関 す る,統
一 した指針 が待 ち望 まれ る ところであ る。
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